
消 防 費
農 林 水 産 業 費
議 会 費
労 働 費

43億5,032万円（2.9％）

28億2,736万円（1.8％）

   7億6,712万円（0.5％）

   2億2,426万円（0.1％）

県 支 出 金
使用料及び手数料
繰 入 金
地方消費税交付金
分担金及び負担金
地 方 譲 与 税
繰 越 金
地方特例交付金
財 産 収 入
そ の 他

93億4,665万円（5.9％）
46億6,958万円（2.9％）
40億2,289万円（2.5％）
35億9,710万円（2.3％）
17億5,762万円（1.1％）
14億4,435万円（0.9％）
13億8,954万円（0.9％）
   6億3,683万円（0.4％）
   6億3,463万円（0.4％）
10億6,580万円（0.7％）

歳入の「その他」は、利子割交付金、配当
割交付金、株式等譲渡所得割交付金、ゴ
ルフ場利用税交付金、自動車取得税交付
金、国有提供施設等所在市町村助成交
付金、交通安全対策特別交付金、寄附金
です。

歳　入
1,592億5,470万円

市　税
562億2,451万円
（35.3％）

諸収入
269億2,660万円
（16.9％）

国庫支出金
171億1,281万円
（10.7％）

地方交付税
137億1,089万円

（8.6％）

市　債
167億1,490万円
（10.5％）

歳　出
1,551億7,171万円

民生費
424億934万円
（27.3％）

教育費
214億1,460万円
（13.8％）

土木費
196億7,011万円
（12.7％）

商工費
229億4,474万円
（14.8％）

総務費
163億7,344万円
（10.6％）

公債費
123億4,162万円

（8.0％）

衛生費
118億4,880万円

（7.6％）
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国民健康
保険事業 介護保険 牛伏ドリーム

センター事業
後　　期
高齢者医療 老人保健 簡易水道

事 業 等
農業集落
排水事業

駐車場
事　業

土地取得
事　　業

収入済額 377億
1,693万円

226億
5,192万円

1億
1,814万円

32億
1,401万円

1億
1,160万円

1億
3,549万円

1億
7,242万円

5億
2,687万円

14億
1,700万円

支出済額 355億
7,695万円

223億
3,910万円

1億
  994万円

31億
8,681万円

　
6,892万円

1億
1,223万円

1億
6,875万円

5億
2,687万円

14億
1,700万円

平
成
22
年
度
の
各
会
計
決
算
が
、
監
査
委
員
の
審
査
を
経
て
、
平
成
23
年
第
4
回
市
議
会
定
例
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。

本
市
の
一
般
会
計
の
歳
入
は
1
5
9
2
億
5
4
7
0
万
円
、
歳
出
は
1
5
5
1
億
7
1
7
1
万
円
で
す
。

各
会
計
別
の
決
算
は
グ
ラ
フ
と
表
の
と
お
り
で
す
（
金
額
は
端
数
処
理
を
し
、
万
円
単
位
に
し
て
い
ま
す
）。

問
い
合
わ
せ
は
、
財
政
課
（
☎
3
2
1・1
2
1
4
）
へ
。

一
般
会
計
は
、
歳
入
1
5
9
2
億
円
、
歳
出
1
5
5
1
億
円
。

会計名

区分

一般会計
収入済額1,592億5,470万円 （A）
支出済額1,551億7,171万円 （B）
差引額（A）−（B）＝40億8,299万円
※差引額のうち、24億円は財政調整
基金へ積み立て、残りは繰越金とし
ます。

人口　374,997人
世帯　152,811世帯
平成23年3月31日現在（外国人含む）

1人当たり
413,795円

1世帯当たり
1,015,449円

市民1人当たりと
1世帯当たりの歳出

お
知
ら
せ
し
ま
す
。
平
成
22
年
度
の
決
算

平成22年度 決算

特別 会計

一般 会計
高崎市決算

高崎市決算

健
全
化
判
断
比
率
と

資
金
不
足
比
率
を
公
表
し
ま
す
。

　

本
市
の
健
全
化
判
断
比
率
と
資
金

不
足
比
率
を
算
定
し
た
結
果
、
い
ず

れ
の
指
標
に
お
い
て
も
、
早
期
健
全

化
団
体
や
財
政
再
生
団
体
と
な
る
基

準
値
を
下
回
り
ま
し
た
。

　

こ
の
こ
と
か
ら
、
本
市
の
財
政
状

況
は
健
全
な
状
態
に
あ
り
ま
す
が
、

よ
り
一
層
の
財
政
健
全
化
を
進
め
て

い
き
ま
す
。

　

指
標
ご
と
の
数
値
は
、
次
の
と
お

り
で
す
。

　

一
般
会
計
な
ど
の
実
質
的
な
赤
字

額
が
、
標
準
的
な
収
入
に
対
し
て
、

ど
の
く
ら
い
の
割
合
に
な
る
か
を
示

す
指
標
で
す
。

　

一
般
会
計
と
土
地
取
得
事
業
特
別

会
計
の
収
支
決
算
額
は
黒
字
の
た

め
、
該
当
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

一
般
会
計
・
特
別
会
計
・
公
営
企

業
会
計
全
て
の
会
計
の
実
質
的
な
赤

字
額
が
、標
準
的
な
収
入
に
対
し
て
、

ど
の
く
ら
い
の
割
合
に
な
る
か
を
示

す
指
標
で
す
。

　

一
般
会
計
、
国
民
健
康
保
険
事
業

特
別
会
計
を
は
じ
め
と
し
た
特
別
会

計
、
水
道
事
業
を
は
じ
め
と
し
た
公

営
企
業
会
計
全
て
で
、
収
支
決
算
額

は
黒
字
の
た
め
、
該
当
は
あ
り
ま
せ

ん
。

　

一
般
会
計
な
ど
の
実
質
的
な
借
入

金
の
返
済
額
が
、
標
準
的
な
収
入
に

対
し
て
、
ど
の
く
ら
い
の
割
合
に
な

る
か
を
示
す
指
標
で
す
。

　

早
期
健
全
化
基
準
の
25
％
を
大
き

く
下
回
っ
て
い
ま
す
。

　

一
般
会
計
な
ど
が
将
来
負
担
す
る

べ
き
実
質
的
な
負
債（
一
般
会
計
の

借
入
金
や
土
地
開
発
公
社
の
負
債
な

ど
）の
残
高
が
、
標
準
的
な
収
入
に

対
し
て
、
ど
の
く
ら
い
の
割
合
に
な

る
か
を
示
す
指
標
で
す
。

　

早
期
健
全
化
基
準
の
3
5
0
％
を

大
き
く
下
回
っ
て
い
ま
す
。

　

各
公
営
企
業
の
資
金
不
足
額
が
、事

業
の
規
模
に
対
し
て
、ど
の
く
ら
い
の

割
合
に
な
る
か
を
示
す
指
標
で
す
。

　

対
象
に
な
る
水
道
事
業
会
計
、公

共
下
水
道
事
業
会
計
、牛
伏
ド
リ
ー

ム
セ
ン
タ
ー
事
業
特
別
会
計
、簡
易

水
道
事
業
等
特
別
会
計
、農
業
集
落

排
水
事
業
特
別
会
計
と
も
に
、資
金

不
足
は
あ
り
ま
せ
ん
。

健
全
な
本
市
の
財
政
状
況

指　　　標 高  崎  市 早期健全化基準 財政再生基準

実 質 赤 字 比 率 赤字なし 11.25 20.00

連結実質赤字比率 赤字なし 16.25 35.00

実質公債費比率    9.4 25.00 35.00

将 来 負 担 比 率 86.5 350.00

■ 健全化判断比率　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

特別会計などの名称 高  崎  市 経営健全化基準

水 道 事 業 会 計 資金不足なし

20.00

公 共 下 水 道 事 業 会 計 資金不足なし
牛伏ドリームセンター事業特別会計 資金不足なし
簡易水道事業等特別会計 資金不足なし
農業集落排水事業特別会計 資金不足なし

■ 資金不足比率　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

市
は
、
平
成
22
年
度
の
決
算
を
基
に
、「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る
法
律

（
財
政
健
全
化
法
）」
の
規
定
に
よ
る
健
全
化
判
断
比
率
と
資
金
不
足
比
率
を
公
表
し
ま
す
。

問
い
合
わ
せ
は
、
財
政
課
（
☎
3
2
1・1
2
1
4
）
へ
。

財政健全化法とは
　財政健全化法は、平成19年6月、地方公共団
体の財政を適正に運営することを目的に公布さ
れました。全ての地方公共団体は、毎年度、健
全化判断比率と資金不足比率を監査委員の審査
を受けた上で議会に報告し、住民に公表するこ
とが義務付けられています。
　健全化判断比率の4つの指標（実質赤字比率、
連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担
比率）のうち、どれか1つでも早期健全化基準を
超えると「早期健全化団体」に、財政再生基準
を超えると「財政再生団体」になります。それ
ぞれ、早期健全化計画、財政再生計画を策定し、
早急に財政改善に取り組まなければなりません。
　公営企業は、各事業ごとに資金不足比率を
チェックします。経営健全化基準を超えると、
経営健全化団体となり、経営健全化計画を策定
しなければなりません。

平成22年度  本市の財政状況

実
質
赤
字
比
率
＝

　
　
　

   　
　

赤
字
な
し

実
質
公
債
費
比
率
＝

　

 　
　

  　
　

9
・
4
％

資
金
不
足
比
率
＝

　
　
　

   

資
金
不
足
な
し

連
結
実
質
赤
字
比
率
＝

　
　
　
　

   　

赤
字
な
し

将
来
負
担
比
率
＝

　
　
　
　

      

86
・
5
％

決
算
に
基
づ
く
財
政
状
況
の
指
標


